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１ 情報化施⼯の視点

３ 技術開発の促進と普及、スマート農業への対応

（⼟地改良⻑期計画における該当箇所）

スマート農業の社会実装の加速化に向けては、（中略）情報化施工で得られる座標データを自動走行農機等

に活用する手法の検討、（中略）を進める必要

情報化施工で得られた座標データから地図を作成し、自動走行農機等の運転に活用する手法の具体化を推進

第６ 計画の円滑かつ効果的な実施に当たって必要な事項

スマート農業の推進施策２

１



１ 情報化施⼯の視点
（１）情報化施⼯の⽬的と効果

〇 建設業界においては、⾼齢化等による⼈⼿不⾜が急速に進⾏し、特に熟練者を含む建設機械オペレーターの不⾜が
深刻化。

〇 ⼯事の各段階において、ICTと３次元化されたデータを活⽤する情報化施⼯を導⼊することにより、建設現場の⽣
産性を向上させ、労働環境を改善し多様な⼈材を呼び込むことのできる魅⼒ある職業分野を⽬指す。

GNSSアンテナ→

ドローン等を⽤いて、
３次元化された現況図

２次元図⾯及び３次元化現況図から
作成された３次元化設計データ

※設計イメージ

２

建設機械は⾃動制御により
ガイダンスされ、熟練者以外
でも操作可能

３次元設計データ
との差を可視化

①３次元
起⼯測量

②３次元設計
データ作成

③ICT建設機械
による施⼯

④検査の省⼒化
基準値との

差が少ないと緑

基準値との
差が+側に

⼤きいと⾚⾊に

基準値との
差が－側に

⼤きいと⻘⾊に

棄却点



１ 情報化施⼯の視点
（１）情報化施⼯の⽬的と効果

ほ場整備⼯の延べ作業⽇数

３

○ 情報化施⼯の導⼊により、作業時間の⼤幅な短縮が可能となるとともに、⾃動制御による施⼯品質の向上や作業の安
全性の向上などが図られる。
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従来施⼯

情報化施⼯

測量 設計 施⼯ 出来型管理 検査 納品

※令和２年度に国営農業農村整備事業で情報化施⼯に取り組んだ
施⼯業者へアンケート調査を実施し、ほ場整備⼯に取り組んだ
施⼯業者からの有効回答件数７件の平均値から算出（ほ場整備
⼯以外も含めたアンケート調査の有効回答数は全体で55件）。

※従来施⼯は施⼯業者の想定値。
※各作業が平⾏で⾏われる場合があるため、⼯事期間の削減率と

は異なる。

6

約４割減
74.9

122.3

平均施⼯数量︓14,069m３平均対象⾯積︓6.43ha

⽇

（効果の例）法⾯整形⼯

従来施⼯による法⾯整形⼯

・「丁張り」無し
で施⼯可能

→ 作業の効率化
・建設機械周辺で

ガイドする作業
員が不要

→ 作業の安全性
向上

従来施⼯では、
「丁張り(ちょ
うはり)※」の
設置や作業員
によるガイド
が必要。

ICT建設機械による法⾯整形⼯

操作室のモニタで
勾配等を確認

※丁張り（ちょうはり）︓位置、⾼さ、勾配を⽰す⽬印



１ 情報化施⼯の視点
（２）AR（拡張現実）システムを活⽤した地元説明

ARを⽤いた現地確認

資料及び写真提供︓㈱川畑建設

AR画像（⼯事前後の⾼さ関係を表⽰）

AR画像（⼯事後の⽔路位置等を表⽰）
４

○ ３次元設計データを視覚化したAR（拡張現実）を利⽤して、施⼯後の完成イメージを施⼯前に地権者等と共有する
ことで⼿直し⼯事を減らすことが可能。

国営農⽤地再編整備事業 南周防地区の事例（⼭⼝県）



資料及び写真提供︓㈱川畑建設

【地権者等が現地で⾒ることができるAR画像】

※ 操作によって、現地の映像に少しずつ設計データを重ねて表⽰

５

１ 情報化施⼯の視点
（２）AR（拡張現実）システムを活⽤した地元説明



１ 情報化施⼯の視点
（３）営農への活⽤

完成後のほ場 切⼟・盛⼟の可視化
（ヒートマップ）

情報化施⼯で得られる座標データ

ドローン ⾃動⾛⾏農機

⾛⾏経路の設定

営農ヘの活⽤事例（スマート農業への活⽤） 営農ヘの活⽤事例（⽣育量・施肥管理への活⽤）

〇 沈下や⽣育ムラ予測など、営農上の留意点が明確化

資料及び写真提供︓㈱砂⼦組
６

○ 情報化施⼯により得られる３次元座標データを農業者が営農⾯で活⽤していくことが期待。
○ 具体例としては、情報化施⼯で得た座標データからのドローンや⾃動⾛⾏農機などの⾛⾏経路の設定や、切⼟・盛

⼟を⾊分けして⽰すヒートマップによる営農上の留意点の明確化など。

切⼟
盛⼟

ほ場における座標位置 座標データ

ドローンや⾃動⾛⾏農機などに活⽤



２ スマート農業の将来像の視点

（⼟地改良⻑期計画における該当箇所）

自動走行農機や、多様化する水需要に柔軟に対応するICT水管理等の活用を可能にする農業生産基盤整

備を推進

自動走行農機・水需要の多様化に対応可能なICT水管理等によるスマート農業の推進施策２

７



第２章 近未来農業・農村を⾒据えた農業農村整備の⽅向性２ スマート農業の将来像の視点
（１）⾃動⾛⾏農機の開発・普及とこれに対応した基盤整備

富⼭市での実演の様⼦(R２.10）

レベル３
（ほ場間での移動を含む遠隔監視下での無⼈⾛⾏）

使⽤者が搭乗
した状態での
⾃動⾛⾏

レベル１
（⾃動操舵）

⾃動操舵装置

レベル２
（有⼈監視下での無⼈⾛⾏）

ほ場内やほ場
周囲からの監
視の下で、ほ
場内の作業を
⾏う無⼈状態
での⾃動⾛⾏ロボットトラクター

農業者

⾃動⾛⾏農機は農道の幅員や障害物
等を認識。危険を検知した際には緊
急停⽌し、監視者に通知する。

⾞両や周辺状況を遅滞なく確認でき
る通信システム・環境を整備し、農
業者は遠隔地から監視。

▲⾞両や周辺状況をPCやタブレットから遠隔監視▲センサーにより障害物(⼈)を認識し、緊急停⽌ ８

○ 農機の⾃動⾛⾏レベル１（使⽤者が搭乗した状態での⾃動⾛⾏）及びレベル２（ほ場内やほ場周辺からの監視下で
の無⼈状態での⾃動⾛⾏）については、国内各地の⽣産現場において導⼊・利⽤開始。

○ レベル３（ほ場間での移動を含む遠隔監視下での無⼈状態での⾃動⾛⾏）については、研究成果として令和2年10
⽉に富⼭市において国内で初めて農業者の実際のほ場でこれらの技術を実演。

「農道における⾞両の交通に関
する措置」について、警察庁と

協議の上、とりまとめ

⼀般⾞両通⾏
禁⽌区域
の設定



第２章 近未来農業・農村を⾒据えた農業農村整備の⽅向性２ スマート農業の将来像の視点
（１）⾃動⾛⾏農機の開発・普及とこれに対応した基盤整備

整備
イメージ

９

耕区間等移動通路
耕区・ほ場間の効
率的な移動を可能

とする通路

末端⽤排⽔路
⽤排⽔路の管路
化、⾃動給⽔栓

の設置

区画規模
ほ場のさらなる
⼤区画化の検討

⻑辺・短辺⻑
⽤排⽔操作等に
考慮した上での

⻑辺の延伸

ターン農道
農道を利⽤した
旋回を可能とす
るターン農道

⾃動⾛⾏農機に必要な通信環境等
みちびき（準天頂衛星システム）

等の技術開発を踏まえつつ
利⽤⽅法を検討

○ ⾃動⾛⾏農機等の能⼒を⼗分に発揮さ
せるため、⻑辺⻑を⼗分にとった⼤区画
化を検討。また、営農の利便性向上や作
業の効率化を図る耕区間等移動通路、
ターン農道等を整備。

○ また、⾃動⾛⾏農機等を遠隔監視下で
安全に⾛⾏させるためには、⾼速・⼤容
量でデータのやり取りが出来る通信環境
が必要。

耕区間等移動通路
（⼀般の交通の⽤に供しない）

畦畔
草刈り労⼒を

軽減する幅広畦畔、
無線遠隔操作草刈り機

に対応した畦畔



労働時間削減

⽤⽔量削減

⾼温障害・低温障害に
対応した⽔管理

省⼒的⽔管理でも
収量・品質の安定化

第２章 近未来農業・農村を⾒据えた農業農村整備の⽅向性２ スマート農業の将来像の視点
2-3 ICTによる⾼度な⽔管理とその普及拡⼤

実証研究で確認された効果

⽔管理労⼒が
平均82%削減

⼿動による⽔管理に⽐べ
て、⽤⽔量を削減

⽔稲収量⽐では
平均106%

⾼温障害対策のための飽⽔管理、
低温障害対策のための深⽔管理を
⾃動で制御

ほ場⽔管理システムのイメージ

⼀作分の⽔管理
スケジュールを
設定可能

○ 政府が主導する分野横断的な産学連携の研究プロジェクトである戦略的イノベーション創造プログラム（SIP)の⼀
つとして、⽔⽥におけるICTを活⽤した⾃動⽔管理システムを開発。ほ場⽔管理システムとしてH29年度に実⽤化。

○ ⼀作分の⽔管理を作物の⽣育ステージに応じてきめ細かく設定することで、適時適切な⽔位管理を⾃動で⾏い、労
働時間・⽤⽔量の削減、収量・品質の安定化を実現。

資料及び写真提供︓農研機構・㈱クボタケミックス
10

夜間のかんがいも⾃動化
されるため、低温障害を防ぎ
収量・品質を落とさず、⽔管
理労⼒を削減することが可能



第２章 近未来農業・農村を⾒据えた農業農村整備の⽅向性２ スマート農業の将来像の視点
（２）ICTによる⾼度な⽔管理とその普及拡⼤

⾃動給⽔栓 ⽔⽥センサー

機器価格とランニングコストの低減

無線基地局
機器価格
・機能を限定
・部品数を減⼩
・乾電池で駆動

⇒低価格化

使いやすい⽔管理システムの開発

ランニングコスト
・LPWA※通信の採⽤
・多数の機器と通信可能

⇒低価格化

約7割減

（分）

11

○ ICT⽔管理の普及拡⼤を図るため、低価格化と操作の簡易化を⽬的として、⾏政（静岡県）、企業、研究機関、農
業経営体からなるコンソーシアムを設置し、実証研究を実施（H29〜R1年度）。

○ その成果として、価格を従来の約１/2に抑え、⽔管理に要する作業時間は約７割削減する機器を開発・製品化。

⽔管理時間の⽐較

・メンテナンスの⽀障
にならない範囲で最
⼤限コンパクト化

・ネジの位置、⼿を⼊
れるスペースの確保
等、設置やメンテナ
ンスがしやすい形状
へ変更

アプリでの⽔管理操作がより簡単に︕

⾃動給⽔栓の設置やメンテナンスがより簡単に︕

・営農者の意⾒をアプ
リに反映（機能が多
すぎると使いこなせ
ないとの意⾒から機
能を厳選）

経営体Aの⽔管理時間
4,269

1,245

0

2,000

4,000

未使⽤ システム使⽤

（※）Low Power Wide Areaの略
（低消費電⼒広域通信の総称）



3 「みどりの⾷料システム戦略」
推進の視点

12



0

200,000

400,000

600,000

H27〜５年間平均 R２

535

337

①ポンプの回転数をインバータ
により可変速運転することに
よって流量を調整。

②必要な流量に合わせたポンプ
の運転が可能となり、使⽤電
⼒が削減。

第２章 近未来農業・農村を⾒据えた農業農村整備の⽅向性３ 「みどりの⾷料システム戦略」推進の視点
（１）揚⽔機場の省エネルギー化

13

・ポンプの回転数が⼀定のため、
吐出し弁を絞り込むことによっ
て流量を調整。

・このため、流量に関わらず、⼀
定の電⼒を要するとともに、ポ
ンプに負荷がかかり悪影響。

更 新 前 更 新 後

【回転数制御設備（インバータ）の設置】 【⾼効率モーターへの更新】
【⾼効率変圧器への更新】

【インバータによる回転数制御・⾼効率機器の導⼊効果】

導
⼊
前 導

⼊
後

（×10３kWh）

37%減

＜⼭形県酒⽥市 ⼤町溝⼟地改良区の事例＞

○ 農業農村整備の分野では、揚⽔機場の電⼒消費が⼤きいことを踏まえ、ポンプ関連の電気設備を⾼効率で運転可能
なものに更新してくことが重要。

○ 東⽇本⼤震災後以降、⾼⽌まりしている電気料⾦は、農業⽔利施設を管理する⼟地改良区の運営に⼤きな影響を与
えており、こうした省エネルギー化の取組は⼟地改良区の維持管理費の低減にも寄与。

おおまちこう

600

400

200

電
気
使
⽤
量

GHG排出量約90ｔ削減

GHG排出量
使⽤電⼒量（kWh）×1kWh発電により発⽣するCO2排出係数︓0.445（kg）
出典︓経済産業省HP

GHG︓Greenhouse Gasの略。
温室効果ガスのこと。



第２章 近未来農業・農村を⾒据えた農業農村整備の⽅向性３ 「みどりの⾷料システム戦略」推進の視点
（１）揚⽔機場の省エネルギー化

農研機構が全国７か所で実証研究を実施。
（茨城県︓４か所、静岡県︓１か所、愛知県︓２か所）

ポンプの使⽤電⼒量の変化（導⼊前後）

システム導⼊後

常時100%

節電効果

7/20 8/5

100

80

60

40

20

0

N(%):制御後回転速度/制御前回転速度
システム導⼊前

ポンプ出⼒の⽇毎の推移

省エネ効果（茨城県Ａ地区の事例）

○ 供給側の揚⽔機場における流量制御から、末端の⽔需要をリアルタイムで把握し、ポンプ出⼒をきめ細かく制御す
る需要主導型の流量制御に転換することで更なる省エネルギー化が可能。

○ ICTを活⽤した配⽔管理システムにより、年間60%の使⽤電⼒量削減を実現。

（※）H25〜H29年の5年間の平均を1.0とする。

インバータ

ICTを活⽤した配⽔管理システムのイメージ

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2
年

間
の

使
⽤

電
⼒

量
（

H2
5〜

H2
9年

の
平

均
を

基
準

）

導⼊後

導⼊前

14

（※）

60%減

ポンプの使⽤電⼒量の変化（導⼊前後）



４ 流通・販売・マーケティングの
視点

（⼟地改良⻑期計画における該当箇所）

農村の多様な地域資源と他分野との組合せによって新たな価値を創出し所得と雇用機会を確保するこ

とが重要（中略）中山間地域をはじめとした農村に人が住み続けるための条件を整備することが重要

所得と雇用機会の確保、農村に人が住み続けるための条件整備政策目標３

15



・地域で⽣産される⾖腐の副産物である
「おから」に着⽬

・地域資源を有効活⽤し、環境に負荷を
与えない⾃然循環農業を⽬指す

・絹織物「丹後ちりめん」の産地
・⽔稲栽培に適した地形・気候
・⽶価低迷により農業産出額が下落傾向

第２章 近未来農業・農村を⾒据えた農業農村整備の⽅向性４ 流通・販売・マーケティングの視点 事例紹介
（１）京都府与謝野町スマートグリーンビレッジ確⽴協議会の取組（主⾷⽤⽶のブランド化）

16

○ 京都府北部の与謝野町は、⽇本海に⾯し三⽅を⼭に囲まれた稲作主体の中⼭間地域。
○ 地域の特性を踏まえ、町⾃ら有機質肥料を製造・販売、特別栽培⽶「京の⾖っこ⽶」としてブランド化に成功。農

業者の所得向上と⾃然循環型農業の確⽴を⽬指す。

背景

与謝野町⾃らが、製造設備を
整備し、有機質100％の肥料
「京の⾖っこ」を製造・販売

原料︓おから、⽶ぬか、⿂のあら

京の⾖っこ肥料⽣産施設

「環境にやさしい良⾷味⽶」
としてブランドを確⽴

⾖腐⽣産⼯程で発⽣する「おから」

施肥状況

特別栽培⽶「京の⾖っこ⽶」

⼟壌分析

京の⾖っこ肥料製造施設

特別栽培⽶「京の⾖っこ⽶」

野⽥川を挟んで⽔⽥が広がる

⽔が豊かな加悦⾕平野



第２章 近未来農業・農村を⾒据えた農業農村整備の⽅向性４ 流通・販売・マーケティングの視点 事例紹介
（１）京都府与謝野町スマートグリーンビレッジ確⽴協議会の取組（栽培技術の継承）

○ 特別栽培⽶「京の⾖っこ⽶」の品質・収量の維持のため、熟練農業者の栽培技術をデータ化・可視化する必要。
○ このため、情報通信技術の活⽤により、ほ場に端末を設置、栽培に関するデータを収集・蓄積。可視化されたデー

タの活⽤により、栽培技術をマニュアル化、熟練農業者から若⼿農業者への技術継承を図るとともに、新規就農者の
栽培技術習得を⽀援することを⽬指す。

ICT機器設置位置

町内15か所に設置（他の作物も含む）

17

・⼟壌分析を⾏った上
での施肥設計

・⼟壌条件、気温、湿
度等とリンクした営
農作業

・栽培⽶の成分分析
（⾷味等） 等

情報通信技術を活⽤し、⼟壌
温度、⽔分量等に関するデー
タを収集・蓄積

栽培データ等の収集、蓄積
農作業

（⾼度な栽培技術）
のマニュアル化

栽培環境データ

収集されたデータの可視化

期待される効果

・熟練農業者から若⼿農業者への技術継承

・新規就農者の栽培技術習得の⽀援

LPWAを活⽤し
た通信機器環境データ測定機器

ICT機器設置か所



農
産
物
直
売
所

第２章 近未来農業・農村を⾒据えた農業農村整備の⽅向性４ 流通・販売・マーケティングの視点 事例紹介
（１）京都府与謝野町スマートグリーンビレッジ確⽴協議会の取組（農産物流通の効率化・需要創出）

○ 稲作主体の農業者の所得向上のため、今まで家庭内・集落内で消費され、市場に出回ることのなかった野菜類に着
⽬、直売所での販売拡⼤を⽬指す。

○ 少量⽣産の野菜類を個々の農業者が直売所へ持ち込むのは負担が⼤きいことから、情報通信ネットワークを整備し、
集荷、運搬等の物流効率化に活⽤。

18

家庭内・集落内で消費
されていた野菜類

直売所

個々の農業者が直売所に運搬
するのは⼤きな負担

購⼊

稲作農家

情報通信ネットワークを活⽤
し、物流を効率化

直売所での販売・新たな所得機会の確保

農産物直売所（ ）

市場に出回ることのな
かった作物の商品化



第２章 近未来農業・農村を⾒据えた農業農村整備の⽅向性４ 流通・販売・マーケティングの視点 事例紹介
（１）京都府与謝野町スマートグリーンビレッジ確⽴協議会の取組（農産物流通の効率化・需要創出）

収集された軽トラックの位置情報

小型センサー

拡大

【課題】
・⾼速道路延伸に伴う観光バスルートの変更による集客の⼤幅減
・直売所⼈員削減により、陳列、バーコード貼り、売れ残り品の処分等商品管理

が困難となり集荷拡⼤できない状況 19

○ LPWA網に接続する⼩型センサーを農業者の⾞等に設置。位置情報を収集・蓄積し、農業者にとって集荷に効率的
な位置を分析して、集荷ポイントを町内２か所に設置。

○ 農業者は集荷ポイントに商品を持ち込み、ボタンを押せば、貨客混載の福祉バス等が直売所へ運搬する効率的な集
出荷システムを構築。将来的には、買い物に不便な⼭間集落の⾼齢者向けの移動販売サービスも検討。

山間集落・高齢者

集
荷
ポ
イ
ン
ト

農
産
物
直
売
所

集
荷
ポ
イ
ン
ト

基地局別に蓄積された位置情報

町役場に設置された
集荷ポイント（ ）

集
荷
に
効
率
的
な
位
置
を
分
析

農
業
者
が
個
別
に
持
込
み

拡大

福祉バス等で農産物を運搬



第２章 近未来農業・農村を⾒据えた農業農村整備の⽅向性４ 流通・販売・マーケティングの視点 事例紹介
（１）京都府与謝野町スマートグリーンビレッジ確⽴協議会の取組（情報通信環境整備による居住環境向上）

○ ランニングコストが低く、地形によらず電波が届きやすいLPWAの特性を活かし、中⼭間地域における獣害対策や
「⽔道・ガスの検針・保守点検」など⽣活インフラとしても活⽤。

○ 特に⾼齢化が進む⼭間集落を対象に、買い物バスの運⾏、⾼齢世帯の⾒守りなどへの福祉等他分野への活⽤に期待。

無線
基地局

①獣害対策

③買い物バス
の運⾏

②スマート
⽥んぼダム

⽣活インフラとしてのLPWA網活⽤（イメージ）

クラウド

③⽔道等検針

無線
基地局

①獣害対策
⾒回りに時間を要することか

ら、センサー付の檻を設置し捕
獲をメールで通知
・捕獲頭数 約1,000頭/年
・設置数20か所
②スマート⽥んぼダムの導⼊
③福祉等他分野への活⽤

・買い物バス等の運⾏
・インフラメンテナンス
（⽔道管破裂等事故時の対応等）

・⽔道、ガスの検針
・⾼齢世帯⾒守り

等 20

【LPWAの活用の利点】
・小電力で広域対応
・ランニングコストが安価

中山間地域での活用に
大きなメリット

③インフラメンテナンス

拡大



５ 農村地域の居住環境整備の視点

一時的に雨水を貯留することにより、下流域での洪水の防止・軽減に寄与する水田の洪水防止機能へ

の関心が高まっており、その機能を強化する田んぼダムに取り組む

第５ 大規模自然災害への対応

２ 大規模自然災害への備え

農作物の成長や営農への影響を考慮しつつICTの活用等により省力化を図りながら田んぼダムの取組を

一層促進

水田の活用（田んぼダム）による流域治水の推進施策８

（⼟地改良⻑期計画における該当箇所）

21



第２章 近未来農業・農村を⾒据えた農業農村整備の⽅向性５ 農村地域の居住環境整備の視点
（１）「⽥んぼダム」と「スマート⽥んぼダム」の仕組み

「⽥んぼダム」実施 「⽥んぼダム」未実施

⾬⽔を貯留した状態

「⽥んぼダム」
実施

（排⽔量少ない）

「⽥んぼダム」
未実施

（排⽔量多い）

「⽥んぼダム」により⾬⽔
が⼀時的に⽔⽥に貯留され、
排⽔量のピークがカットさ
れる

ピークカット効果降⽔量と⽔⽥からの排⽔量の関係

下流へのピーク流出量低減

貯留量ＵＰ

流出量抑制

「⽥んぼダム」の堰板の例

22

「⽥んぼダム」実施の流出量
通常の⽥んぼの流出量

○ 「⽥んぼダム」とは、⽔⽥の排⽔⼝に堰板を追加することなどにより、降⾬時の⽔⽥からの排⽔を抑制し、⼀時的に
⾬⽔を貯留するとともに、時間をかけてゆっくりと排⽔することで、河川や⽔路の⽔位の急上昇を抑え、下流域の浸
⽔被害リスクを低減させる取組。

降⾬時

通常の状態

従来の堰板より
⾼さがある



第２章 近未来農業・農村を⾒据えた農業農村整備の⽅向性５ 農村地域の居住環境整備の視点
（１）「⽥んぼダム」と「スマート⽥んぼダム」の仕組み

⾃動給⽔栓の設置例

⾃動排⽔栓の設置例

「スマート⽥んぼダム」の実施イメージ

23

○ 「スマート⽥んぼダム」は、ICTを活⽤した⾃動給⽔栓の遠隔操作により、降⾬前の事前排⽔、降⾬中の貯留・流
出抑制、降⾬後の排⽔を⾏うことで⾬⽔貯留能⼒を向上させるとともに、地域⼀体となった⼀⻫操作により、安全か
つ確実に「⽥んぼダム」の効果を発揮する取組。


